
（平成２１年1月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島国民年金 事案324 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年１月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日 ： 昭和37年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年１月 

    私は、平成３年１月20日に勤務していた会社を退職し、同年２月１日

に再就職した。申立期間の国民年金保険料については、専業主婦であっ

た妻が、夫婦二人分を支払った記憶がある。後日、社会保険事務所へ年

金の継続がきちんと行われているか確認したところ、「欠落期間はない。」

との返答ももらっている。妻は納付済みとなっているのに、自分の分が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻の第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更手続は平

成３年６月に完了していることが確認できる上、申立人夫婦の供述内容を

踏まえると、申立人の国民年金加入手続も、ほぼ同時期に行われたものと

推認できる。 

   また、申立人の国民年金保険料を納付したとする申立人の妻は、申立期

間が納付済みとなっている上、Ａ市が保管する被保険者名簿の「検認記録」

欄には、申立期間について「不要」の印が押印されており、行政側の納付

記録管理に不自然な点が見受けられる。 

   さらに、平成11年９月から同年11月までの期間については、申立期間と

同様にその前後が厚生年金保険加入期間となっているが、夫婦とも国民年

金に加入し、国民年金保険料をすべて納付している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

  



徳島国民年金 事案325 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和48年10月から50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和48年10月から50年３月まで 

    妻と二人でＡ市役所に赴き、国民年金保険料の納付状況について確認

を行った際、保険料の納め忘れの期間があることに気づき、結婚後の未

納期間について、夫婦二人分の保険料をまとめて納付した。 

    納付書は、市役所において発行してもらい、銀行を通じて納付したと

記憶している。 

    申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間後の国民年金加入期間について、国民年金保険料を

すべて納付している。 

   また、国民年金加入手続時の状況（加入時期・場所、市役所担当者との

やりとり等）に係る申立人の妻の記憶は、鮮明かつ具体的であり、基本的

に信用できる。 

   さらに、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号は、昭和50年11月又は同年

12月に夫婦連番で払い出されたと推測されることから、当該時点では申立

期間の保険料を過年度納付することは可能である上、当時、Ａ市では、過

年度保険料に係る納付書（様式）を備え付けていたとしており、申立人の

妻の保険料納付方法に係る主張に矛盾点は無い。 

   加えて、申立人夫婦は、申立期間直後の昭和50年４月から53年７月まで

の国民年金保険料をすべて同一年月日に納付していることが確認でき、夫

婦一緒に納付したとする申立人の主張に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。  



徳島国民年金 事案326 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から40年12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和36年４月から40年12月まで 

    昭和36年ころに国民年金に加入し、保険料は、Ａ市職員の集金により

納付していた。時期ははっきりしないが、納付した期間は４、５年間で

保険料は月額100円だった。苦労して支払っていたのに、未納とされてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ市が保管する被保険者名簿から、申立人は、昭和35年12月に国民年金

（任意加入被保険者）への加入手続を行ったと推認できることから、国民

年金制度に対する理解が深く、納付意識も高かったものと考えられる。 

   また、申立人の国民年金保険料の納付方法、納付金額等に係る記憶は鮮

明かつ具体的であり、Ａ市への照会結果から、申立人の主張どおり、市職

員の集金による納付が可能であったことが確認できる上、納付していたと

する金額も当時の国民年金保険料と一致しており、申立内容に不自然さは

見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

  



徳島国民年金 事案327 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和41年１月から同年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和17年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和41年１月から同年７月まで 

        私は結婚するまでＡ県Ｂ町に住み、同居していた両親が私の国民年金

保険料を納付してくれていたが、昭和40年10月の結婚を機にＣ市Ｄ区に

引っ越した際、同区役所窓口で国民年金の住所変更の手続を行い、以後、

自分で保険料を納付するようになった。 

    昭和41年８月に就職するまでは、Ｄ区及びその後引っ越したＥ市にお

いても、自宅に来る役所の女性集金人を通じて保険料を納付したのに、

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は７か月と比較的短期間であるとともに、申立人が所持する国

民年金手帳の昭和40年度の印紙検認記録を見ると、40年４月から同年11月

までの分についてはＡ県Ｂ町の検認印が押印され、同年12月分については

Ｃ市Ｄ区の検認印が確認できることから、同区役所において国民年金の住

所変更手続を済ませ、以後、自ら国民年金保険料を納付したとする申立内

容に不自然さは見られない。 

また、申立期間当時、Ｃ市Ｄ区及びＣ府Ｅ市においては、申立てどおり、

区役所等の集金人による国民年金保険料の収納が行われていたことが確認

できる。 

さらに、申立期間直前の昭和40年12月分の国民年金保険料については、

社会保険庁の記録では、当初、未納とされていたものが、平成19年12月27

日付けで納付済みと訂正されていることなど、行政の納付記録管理事務に

不自然な点が見られる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。  



徳島国民年金 事案328 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和39年１月から40年12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和11年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和38年４月から40年12月まで 

        私は、義父に勧められ、昭和40年か41年頃にＡ市Ｂ区役所にて国民年

金に加入した。その際に制度発足時までさかのぼって支払う旨を伝えた

が、３年分しか支払うことができないと言われ、区役所窓口にて支払っ

た。その際、窓口担当の女性職員がノートに私の名前や住所を記入して

いたことを鮮明に記憶しており、支払ったことは間違いない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金加入期間について、申立期間以降に未納期間は無く、

60歳到達までの360か月分をすべて納付していることなど、申立人の納付意

識は高かったものと考えられる。 

   また、申立人が所持する国民年金手帳に記載された同手帳の発行日及び

昭和41年１月から同年３月までの国民年金保険料に係る検認記録などから、

申立人の国民年金手帳記号番号の払出し（国民年金への加入）は41年３月

に行われたものと推定され、当該時点では、申立期間のうち、39年１月か

ら40年12月までの保険料については、現年度保険料及び過年度保険料とし

て納付可能である上、当時、Ａ市Ｂ区役所担当窓口では、現年度保険料の

収納及び過年度保険料に係る納付書の備え付けが行われていたことが確認

できる。 

   しかしながら、申立期間のうち、昭和38年４月から同年12月までの期間

については、申立人の国民年金手帳記号番号の払い出されたと推定される

41年３月の時点では、時効により納付できない期間である上、申立人が当

該期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確



定申告書等）が無く、国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和39年１月から40年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 

  



徳島国民年金 事案329 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和46年10月から47年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住        所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和43年４月から46年３月まで 

             ② 昭和46年10月から47年３月まで 

    昭和42年11月に結婚し、Ａ市Ｂへ転居した。妻が夫婦二人の手帳を持

って市役所へ行き手続をした。国民年金保険料は、何か月かまとめて農

協か信用金庫で納付していた。また、何年かまとめて一括で支払った覚

えもある。領収書ももらっていたし家計簿もつけていたが、どこかへい

って不明となっている。申立期間について未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、６か月と比較的短期間であるとともに、申立

人は申立期間以降の国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべ

て納付している。 

    また、申立期間直前の６か月間（昭和46年４月から同年９月までの期

間）については過年度納付していることから、保険料を一括で支払った

ことがあるとする申立人の主張は基本的に信用できる。 

 

  ２ 一方、申立期間①については、申立人が、当該期間について国民年金

保険料の納付を行っていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無い。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和47年３月以降に払い出さ

れたものと推測され、当該時点では、申立期間の一部は時効により納付

できず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 



    さらに、Ａ市への照会結果では、当時は訪問による集金方式であった

としていることから、申立人の記憶する国民年金保険料の納付方法と相

違している。 

 

  ３ その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和46年10月から47年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

  



徳島国民年金 事案330 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和46年10月から47年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和21年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和43年４月から46年３月まで 

             ② 昭和46年10月から47年３月まで 

    昭和42年11月に結婚し、Ａ市Ｂへ転居した。私が夫婦二人の手帳を持

って市役所へ行き手続をした。国民年金保険料は、何か月かまとめて農

協か信用金庫で納付していた。また、何年かまとめて一括で支払った覚

えもある。領収書ももらっていたし家計簿もつけていたが、どこかへい

って不明となっている。申立期間について未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、６か月と比較的短期間であるとともに、申立

人は申立期間以降の国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべ

て納付している。 

    また、申立期間直前の６か月間（昭和46年４月から同年９月までの期

間）については過年度納付していることから、保険料を一括で支払った

ことがあるとする申立人の主張は基本的に信用できる。 

 

  ２ 一方、申立期間①については、申立人が、当該期間について国民年金

保険料の納付を行っていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無い。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和47年３月以降に払い出さ

れたものと推測され、当該時点では、申立期間の一部は時効により納付

できず、Ｃ県Ｄ町で別番号（○○○○－○○○○○○）が払い出された



形跡はあるが、当該番号は取り消されており現在は欠番となっている。 

    さらに、Ａ市への照会結果では、当時は訪問による集金方式であった

としていることから、申立人の記憶する国民年金保険料の納付方法と相

違している。 

 

  ３ その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和46年10月から47年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 



徳島国民年金 事案331 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和39年２月から42年11月までの期間及び43年６月から45年夏

ころまでの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和17年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和39年２月から42年11月まで 

                          ② 昭和43年６月から45年夏ころまで 

    昭和39年２月、夫婦で姉を頼ってＡ市Ｂ町に転居し、義兄であるＣ氏

の経営するＣ事業所に就職した。その後、同氏が私たち夫婦二人分の国

民年金保険料を納付してくれていたと聞いている。未納とされているこ

とに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の義兄が、申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人自身は、

国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料

を納付したとするＣ氏は既に死亡していることから、国民年金への加入状

況、保険料の納付状況等は不明である。 

   また、申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和42

年12月ころに払い出されたものと推認でき、当該時点では、申立期間の一

部は時効により納付することができない期間である。 

   さらに、申立期間②については、申立人と姉夫婦は同じＡ市内に居住し

ていたものの、それぞれ別の地区に居住（住民登録）しており、Ａ市への

照会結果等から、両夫婦が同じ納付組織を通じて国民年金保険料を納付す

ることはできなかったものと考えられる。 

   加えて、申立人に対して、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこ

とや、申立期間の保険料について特例納付又は過年度納付されたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



徳島国民年金 事案332 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和39年２月から42年11月までの期間及び43年６月から45年夏

ころまでの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和20年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和39年２月から42年11月まで 

                          ② 昭和43年６月から45年夏ころまで 

    昭和39年２月、夫婦で義姉を頼ってＡ市Ｂ町に転居し、義兄であるＣ

氏の経営するＣ事業所に就職した。その後、同氏が私たち夫婦二人分の

国民年金保険料を納付してくれていたと聞いている。未納とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の義兄が、申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人自身は、

国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料

を納付したとするＣ氏は既に死亡していることから、国民年金への加入状

況、保険料の納付状況等は不明である。 

   また、申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和42

年12月ころに払い出されたものと推認でき、当該時点では、申立期間の一

部は時効により納付することができない期間である。 

   さらに、申立期間②については、申立人と義姉夫婦は同じＡ市内に居住

していたものの、それぞれ別の地区に居住（住民登録）しており、Ａ市へ

の照会結果等から、両夫婦が同じ納付組織を通じて国民年金保険料を納付

することはできなかったものと考えられる。 

   加えて、申立人に対して、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこ

とや、申立期間の保険料について特例納付又は過年度納付されたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



徳島国民年金 事案333 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和58年６月から60年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和38年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和58年６月から60年６月まで 

    国民年金については、私が20歳になった時に勤務していたＡという会

社の社長であるＢ氏と一緒にＣ市役所の窓口に出向き、加入手続を行っ

た。 

    また、国民年金保険料については、会社から支払われる給料から保険

料を天引きしてもらい、従業員がＤ銀行を通じて納付していたはずであ

る。 

    また、申立期間のうち、１回くらいは自分でＣ市役所の窓口に行って

国民年金保険料を納付した記憶もある。 

    申立期間について未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の勤務先事業所の社長であったと見られるＢ氏は、申立人の国民

年金加入手続に同行した記憶が無いとしている上、申立期間当時、給与関

係事務を担当していた従業員も既に死亡したと供述していることから、国

民年金の加入状況、保険料の納付状況等は不明である。 

   また、同氏は、事業所が従業員の国民年金保険料を給与から天引きして

いたという話を聞いたことはなく、当時の給与台帳等も震災により焼失し

たとも供述している。 

   さらに、Ｅ市への照会結果によると、申立人の国民年金手帳記号番号（現

基礎年金番号）は、同市において、平成８年２月６日に職権により払い出

されたものであるとしている上、Ｃ市への照会結果においても、申立人が

申立期間当時に居住していたとするＣ市Ｆ区及び同市Ｇ区では、国民年金

への加入記録が確認できないとしている。 



   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

  



徳島国民年金 事案334 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年12月から６年１月までの期間、６年３月から同年６月

までの期間、６年９月から同年11月までの期間、７年１月から同年２月ま

での期間、８年４月、８年６月、８年８月、８年11月並びに９年３月の国

民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年12月から６年１月まで 

                          ② 平成６年３月から同年６月まで 

                          ③ 平成６年９月から同年11月まで 

                          ④ 平成７年１月から同年２月まで 

                          ⑤ 平成８年４月 

                          ⑥ 平成８年６月 

                          ⑦ 平成８年８月 

                          ⑧ 平成８年11月 

                          ⑨ 平成９年３月 

    昭和52年４月ごろ、母親が国民年金への加入手続をして保険料を支払

ってくれていた。昭和57年ごろにＡ市Ｂ町から同市Ｃ町へ引越をした際、

母親から引き継いで自分で保険料を支払い始めたが、Ｄ銀行Ｅ支店の私

名義の口座から口座振替による方法で支払い始め、申立期間を通してず

っと口座振替で納付してきた。 

    家計簿等証明する資料は残っていないが、調査の上、納付期間として

認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿等）は無く、ほかに国民年金保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人は、申立期間すべてに係る保険料を銀行の口座振替により

納付したと説明しているが、申立期間は９回と多数である上、申立期間⑤



から⑨までの期間は近接しており、このように多数回にわたって行政及び

指定金融機関が事務処理を誤ることは考え難い。 

   さらに、Ｄ銀行の回答によると、申立人が口座振替に使用していたとす

る預金口座について、平成３年12月から９年３月までの申立期間を含めて

国民年金保険料が振替納付された記録は無く、当該口座以外に申立人名義

の口座は無いとしており、銀行口座振替により保険料を納付していたとす

る申立人の主張は不合理である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



徳島国民年金 事案335 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和54年４月から61年３月までの期間及び61年10月から63年３

月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和26年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和54年４月から61年６月まで 

             ② 昭和61年10月から63年３月まで 

    申立期間については未納となっているが、昭和54年以降、旧Ａ町役場

（現 Ｂ市）の国民年金担当窓口において、妻の分と一緒に申請免除手続

を行ったはずであり、妻のみ申請免除となっていることに納得できない。 

    申立期間を申請免除の承認期間として、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の払出し（国民年金への加入）は、昭和

62年12月以降に行われたものと推定され、それ以前に別の国民年金手帳記

号番号が払い出された形跡は無く、当該時点では、申立期間①及び申立期

間②のうちのほとんどの期間が申請免除期間として承認できない期間であ

る。 

   また、Ｂ市が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿を見ると、申

立期間①と②の間の昭和61年７月から同年９月までの国民年金保険料が63

年10月５日付けで納付されているが、当該期間が当初未納であったことを

示す「過年度納付」として処理されていることが確認できる上、申立人が

共に申請免除手続を行ったとする配偶者の記録を見ると、当該期間を含め

た61年度（昭和61年４月から62年３月までの期間）すべてが申請免除とな

っており、申立内容と矛盾する。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと

認めることはできない。  



徳島国民年金 事案336 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和39年12月から49年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和17年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和39年12月から49年６月まで 

    国民年金への加入手続にＡ市役所に行くというＢさんに私の国民年金

加入手続を一緒に頼んだ。 

    過去数年分の未納期間について、Ａ市役所から電話連絡があり、夫が

市役所で言われた金額の納付書をＣ銀行Ｄ支店で数回支払った。納付し

たのは確かであり未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料の納付を行っていたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無い。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和50年12月６日に事前交付さ

れていることから、当該時点では、申立期間の大半は時効により納付でき

ない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない上、申立人が国民年金の加入手続を頼んだ

と主張するＢさんは、50年11月２日に国民年金に任意加入しており、申立

人の主張と相違している。 

   さらに、Ａ市の保管する申立人の国民年金被保険者名簿において、申立

期間直後の昭和49年７月から50年12月までの国民年金保険料が、51年９月

22日付けで過年度納付されていることが確認できるが、当該時点では、申

立期間に係る国民年金保険料は時効により納付することができない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



徳島厚生年金 事案165 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、労働者年金保険被保険者として労働者年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正13年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和17年１月10日から19年８月１日まで 

    私は、昭和17年１月にＡ株式会社に入社して以降、22年１月まで継続

して同社に勤務していた。申立期間中は、準社員として同社Ｂ工場の研

究第２課及び試験課に配属されており、野戦電話の試験業務を行ってい

た。当該期間を労働者年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が当時の同僚等として記憶している者に申立事業所における厚生

年金保険被保険者記録が確認できることから、申立人が当該事業所におい

て勤務していたことは推認することができる。 

   しかし、Ｃ社会保険事務所が保管する厚生年金保険番号払出簿によると、

申立人の厚生年金保険記号番号（現基礎年金番号）は、昭和19年８月１日

にＡ株式会社Ｃ工場において新規に払い出されていることが確認できる。 

   また、申立事業所では、当時の人事記録、賃金台帳等を保管していない

ものの、当時の被保険者名簿（労働者年金保険制度発足当初からの被保険

者が登載されたもの）を保管しており、当該台帳の昭和17年から20年まで

の期間における資格取得者を確認しても、20年11月１日付けで申立人と同

姓同名の者が厚生年金保険被保険者資格を取得する前に、申立人の氏名等

は登載されていないとしている。 

   さらに、Ａ株式会社本社を管轄するＤ社会保険事務所では、申立事業所

に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿を保管しておらず、現存して

いる健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認しても、昭和20年11月１日

付けで厚生年金保険被保険者資格を取得している前に、申立人の氏名等は

登載されていないとしている。 



   加えて、申立人が申立期間に係る労働者年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを示す給与明細書等の資料が無い上、申立人が記

憶している同僚等（７名）については、連絡先等が不明であり、供述を得

ることができない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が労働者年金保険被保険者として、申立期間に係る労働者年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



徳島厚生年金 事案166 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和10年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和26年３月12日から30年９月21日まで 

    昭和26年３月、Ａ株式会社に就職し、30年９月に退職した。 

    平成19年７月社会保険事務所で厚生年金保険被保険者加入期間を照会

したところ、申立期間について、昭和30年10月17日に脱退手当金が支給

済みとなっている回答をもらった。私は、脱退手当金の請求をしたこと

も、受け取ったこともない。脱退手当金は受け取っていないのだから、

申立期間を年金額の計算期間となる被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係

る厚生年金保険資格喪失日から約１か月後に支給されているなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、当時の同僚からは、「退職時に脱退手当金の説明があり、会社が

手続きしていた。」旨の供述がある上、当時は通算年金制度創設前であっ

たことを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代

理請求がなされた可能性があると考えられる。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



徳島厚生年金 事案167 

 

第１ 委員会の結論 

     申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和35年２月から同年８月まで 

             ② 昭和39年７月から同年10月まで 

    私は、先輩の紹介で昭和35年２月にＡ株式会社に就職し、同年８月ま

で勤務した（申立期間①）。 

    また、昭和39年７月から同年10月までは、Ｂ株式会社に勤務していた

（申立期間②）。 

    ２社で勤務した当時の同僚も記憶しており、勤務していたことは間違

いなく、２社での勤務期間について厚生年金保険の被保険者として記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ Ａ株式会社（現在は株式会社Ｃ）に係る申立期間①について、申立人

が記憶している当時の同僚の供述等から、申立人が申立事業所に勤務し

ていたことは推認できる。 

    しかしながら、申立人は、「当時30人ほど働いていた。」としている

が、当時の複数の同僚からは「当時、下請けや臨時の方もおり、保険に

加入しない者もいた。」旨の供述があり、勤務していた者すべてが同社

において、厚生年金保険に加入していたわけではないことがうかがえる。 

    また、申立人が記憶している同僚から聴取しても、申立人が申立期間

において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

をうかがわせる供述等は得られない上、申立事業所では、申立期間当時

の人事記録、賃金台帳等は保管されていないなど、申立人が申立期間に

おいて厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



    さらに、社会保険事務所が保管する申立事業所に係る厚生年金保険被

保険者名簿において、申立期間を含む昭和34年１月１日資格取得の健康

保険記号番号700番から36年１月４日資格取得の健康保険記号番号745番

までに申立人の氏名は見当たらず、欠番も無い。 

 

  ２ Ｂ株式会社に係る申立期間②について、申立人が記憶している当時の

同僚の供述等から、申立人が申立事業所に勤務していたことは推認でき

る。 

    しかしながら、申立人が記憶している当時の同僚からは、申立人が申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とをうかがわせる供述等は得られない上、申立事業所は既に合併により

消滅しているため、申立事業所の申立期間当時の人事記録、賃金台帳等

を確認することができないことなど、申立人が申立期間において厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

    また、社会保険事務所が保管する申立事業所に係る厚生年金保険被保

険者原票において、申立期間を含む昭和39年２月３日資格取得の健康保

険記号番号51番から40年２月10日資格取得の健康保険記号番号71番まで

に申立人の氏名は見当たらず、欠番も無い。 

 

  ３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、 

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


